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第2章 

未来の産業創造と社会変革に向けた 

新たな価値創出の取組 

経済や社会の在り方や産業構造が急激に変化し先行きの見通しを立てることが難しい大変革時

代においては、組織や国の競争力を左右するゲームチェンジにつながる新たな知識やアイデアを

生み出すことが不可欠である。 

そのため、政府は、新しい試みに果敢に挑戦し、非連続なイノベーションを積極的に生み出す

取組を強化している。また、サイバー空間の積極的な利活用を中心とした取組を通して、新しい

価値やサービスが次々と創出され、社会の主体たる人々に豊かさをもたらす未来社会の姿

「Society 5.0」を世界に先駆けて実現するための取組を強化することとしている。 

 

 
第1節 未来に果敢に挑戦する研究開発と人材の強化 

失敗を恐れず高いハードルに果敢に挑戦し、他の追随を許さないイノベーションを生み出してい

く営みが重要であり、アイデアの斬新さと経済・社会的インパクトを重視した研究開発への挑戦を

促進することが求められる。加えて、関係府省が所管する研究開発プロジェクトを通し、創造的な

アイデアとそれを実装する行動力を持つ人材にアイデアの試行機会を提供することも求められる。 

このため、文部科学省では、平成29年度から開始した「未来社会創造事業」において、社会・

産業ニーズを踏まえ、経済・社会的にインパクトのあるターゲット（ハイインパクト）を明確に

見据えた技術的にチャレンジングな目標（ハイリスク）を設定し、民間投資を誘発しつつ、戦略

的創造研究推進事業や科学研究費助成事業等から創出された多様な研究成果を活用して、実用化

が可能かどうか見極められる段階を目指した研究開発を進めている。 

 

 
第2節 世界に先駆けた「Society 5.0」の実現 

第５期科学技術基本計画（以下「第５期基本計画」という。）で掲げられた「Society 5.0」は、

サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合することにより、経済的発展と社会的課題の解決を

両立する人間中心の社会を目指すものである。政府は、Society 5.0の実現に向け、ＩｏＴ、ビッ

グデータやＡＩ等の基盤技術、これらを活用したプラットフォームの構築に必要となる取組に注

力している。 

 １ Society 5.0の姿 

Society 5.0は、狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に次ぐ社会であり、例えば、都市だ

けでなく地方においても、自動走行車による移動手段の確保、分散型エネルギーの活用によるエ

ネルギーの地産地消、次世代医療ＩＣＴ基盤等の構築による「健康立国のための地域における人

とくらしシステム」の実現などを可能とする社会であり、地方が地方であることの地理的、経済・

社会的制約から解放される社会である。すなわち、Society 5.0の実現に向けた取組は、ドイツの

「インダストリー 4.0」に見られる産業競争力の強化といった産業面での変革に加え、経済・社

会的課題の解決という社会面での変革をも含んだものである。 
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 ２ 実現に必要となる取組 

第５期基本計画では、Society 5.0の実

現に向け、経済・社会的課題を踏まえた

11のシステム1の開発を先行的かつ着実

に進め、システムの連携強調を図り、現

在では想定されないような新しいサービ

スも含め、様々なサービスに活用できる

共通のプラットフォームを段階的に構築

していくとしている。文部科学省は、そ

の11システムの一つである「地球環境情

報プラットフォーム」として、「データ統

合・解析システム（ＤＩＡＳ2）」を開発

している（第２部第３章第３節１（３）

参照）。 

また、総務省は「おもてなしシステム」として、令和２年の東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会に向け、民間事業者等による超臨場感映像技術3の研究開発を推進するとともに、多言

語音声翻訳システムを実利用するために不可欠な雑音抑圧技術等の研究開発を進めている。また、

病院、商業施設、鉄道、タクシー等の実際の現場での性能評価等を通じて、更なる技術の精度向

上を図るため、平成30年度は５分野横断型の大規模実証実験を実施した。 

そのほかのシステムに関する取組も、府省庁連携の下、研究開発を実施している。 

 

 
第3節 「Society 5.0」における競争力向上と基盤技術の強化 

第５期基本計画では、経済力の持続的向上を実現できる国を目指し、「Society 5.0」を掲げて

おり、様々な分野におけるサイバー空間とフィジカル空間を高度に融合するためのプラット

フォームの構築やその構築に必要となる基盤技術の強化が必要である。 

 １ 競争力向上に必要となる取組 

近年ではイノベーションが急速に進展し、技術がめまぐるしく進化する中、第４次産業革命や

「Society 5.0」の実現に向け、ＡＩ・ビッグデータ・ＩｏＴなどの革新的な技術を社会実装につ

なげるとともに、そうした技術による産業構造改革を促す人材を育成する必要性が高まっている。 

このため、文部科学省では、どの学部に進学してもSociety 5.0時代に必要となる数理的思考力

とデータ分析・活用能力を、全ての学生が体系的に身に付けることができる教育体制の構築を目

指し、学生が身に付けるべき基本的な素養や学修成果の評価方法等を体系化した標準カリキュラ

ムの策定・活用等による数理・データサイエンス教育の全国の大学への普及・展開を推進してい

る。さらに、産業と関わりが深い工学系分野において、専門の深い知識と同時に幅広い知識・俯
ふ

瞰
かん

                                                  
1  エネルギーバリューチェーンの最適化、地球環境情報プラットフォームの構築、効率的かつ効果的なインフラ維持管理・更新の実現、自然 

 災害に対する強
きょう

靱
じん

な社会の実現、高度道路交通システム、新たなものづくりシステム、統合型材料開発システム、地域包括ケアシステム
の推進、おもてなしシステム、スマート・フードチェーンシステム、スマート生産システム 

2  Data Integration and Analysis System 
3  プラネタリウム施設などを活用したドームシアターで臨場感あふれるスポーツや地域のお祭りなどの映像を投影する全天映像技術など、距

離の壁を超える空間映像技術 

■第２-２-１図／サービスプラットフォームのイメージ 
  

 
  
資料：内閣府作成 

  

●規制・制度改革の推進と社会的受容の醸成
●知的財産戦略と国際標準化の推進

●能力開発・人材育成の推進

データベース

新たな
サービス

エネルギー
バリューチェーン

高度道路
交通システム

ものづくり
システム

スマート
生産システム

スマート・フード
チェーンシステム

統合型
材料開発
システム

おもてなし
システム

地域包括
ケアシステム 防災・減災

システム

地理系 環境系
ｻｲﾊﾞｰ

ｾｷｭﾘﾃｨ系

医療系 材料系

インフラ
維持管理システム

地球環境情報
プラットフォーム

システム

「Society 5.0」プラットフォーム構築のイメージ

※今回取り上げたデータベースは参考例

「Society 5.0」を実現するプラットフォーム構築

○経済・社会的課題を踏まえた11システムのうち「高度道路交通システム」「エネルギー
バリューチェーンの最適化」「新たなものづくりシステム」をコアシステムとして開発し、
他システムと連携協調を図り、新たな価値を創出するプラットフォームを構築
○価値創出の源泉となるデータベースの整備
○基盤技術（AI、IoT、ビッグデータ処理技術等）の強化等

基盤技術
AI、IoT、ビッグデータ処理技術

サイバーセキュリティ等
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的視野を持つ人材育成を推進するため、平成30年６月に学科ごとの縦割り構造の見直し等を促進

するための大学設置基準等を改正するとともに、教育プログラムの先導的開発等を行う大学を支

援する補助事業「科学技術の社会実装教育エコシステム拠点の形成事業」を実施している。 

また、各分野の博士人材等について、データサイエンス等を活用しアカデミア・産業界を問わ

ず活躍できる棟
とう

梁
りょう

レベルの人材を育成する研修プログラムの開発を目指す「データ関連人材育成

プログラム」を平成29年度より実施している。 

総務省は、「戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ1）」において、日々新しい技術や発

想が誕生している世界的に予想のつかないＩＣＴ分野における、地球規模の破壊的な価値創造を

生み出すため、大いなる可能性がある奇想天外でアンビシャスな技術課題への挑戦を支援する「異

能（inno） vation」プログラムを実施している。また、多様な分野・業種において膨大な数の

ＩｏＴ機器の利活用が見込まれていることを踏まえ、ＩｏＴユーザやネットワークの運用・管理

を担う人材等を育成するため、産学官の連携体制の下、育成カリキュラムの開発や講習会等の実

施に取り組んでいる。 

経済産業者は、情報処理推進機構を通じて、ＩＴを駆使してイノベーションを創出することの

できる独創的なアイデアと技術を有するとともに、これらを活用していく能力を有する優れた個

人（ＩＴクリエータ）を発掘・育成する「未踏ＩＴ人材発掘・育成事業」等を実施している。 

上記の人材育成のほか、文部科学省では、平成30年度より、知恵・情報・技術・人材が高い水

準でそろう大学等において、情報科学技術を核として様々な研究成果を統合しつつ、産業界、自

治体や他の研究機関等と連携して社会実装を目指す取組を支援し、Society 5.0の実証・課題解決

の先端中核拠点を創成する「Society 5.0実現化研究拠点支援事業」を開始した。 

 ２ 基盤技術の戦略的強化 

（１） Society 5.0サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術 

Society 5.0サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術、すなわちサイバー空間に

おける情報の流通・処理・蓄積に関する技術は、我が国がSociety 5.0を推進し、ビッグデータ等

から付加価値を生み出していく上で必要な技術のため、政府は以下の基盤技術について強化を図

ることとしている。 

ア サイバーセキュリティ技術（第３章第２節３参照） 

内閣府は、「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」において、国民生活の根幹を支

える重要インフラ等をサイバー攻撃から守るために「重要インフラ等におけるサイバーセキュリ

ティの確保」を立ち上げ、研究開発活動を推進している。  

総務省は、情報通信研究機構を通じて、サイバーセキュリティ分野の研究開発を推進している。 

イ ＩｏＴシステム構築技術 

総務省は、多様なＩｏＴサービスを創出するため、膨大な数のＩｏＴ機器を迅速かつ効率的に

接続する技術や異なる無線規格のＩｏＴ機器や複数のサービスをまとめて効率的かつ安全にネッ

トワークに接続・収容する技術等の共通基盤技術を確立し、国際標準化に向けた取組を強化した。

また、防災、農業、シェアリングエコノミー等の生活に身近な分野においてＩｏＴを活用した実

                                                  
1  Strategic Information and Communications R&D Promotion Programme 
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証事業である「ＩｏＴサービス創出支援事業」を実施し、これらの分野における新たなＩｏＴサー

ビスの参照モデルを構築するとともに、当該サービスの普及・展開に必要なルールの明確化等を

行った。 

情報通信研究機構は、様々な事業者が最適なＩｏＴシステムの開発・検証を行うことができる環

境（ＩｏＴテストベッド）を整備し、先進的なＩｏＴサービスの開発・社会実証を推進している。 

国土地理院は、地理系データベースに登録される地理空間情報の利活用を促進するため、多様

な地理空間情報を位置の基準である基盤地図情報にひも付ける方法について検討を実施した。 

ウ 人工知能技術 

Society 5.0の基盤技術である人工知能技術の研究開発と社会実装に向け、平成28年４月に創設

された人工知能技術戦略会議を司令塔として、内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林

水産省、経済産業省及び国土交通省の関係府省の連携の下、人工知能技術に関する研究開発・社

会実装を一体的に推進してきた。 

総務省は、情報通信研究機構において、脳活動分析技術を用い、人の感性を客観的に評価する

システムの開発を実施しており、このシステムを用いて脳活動等に現れる無意識での価値判断等

に応じた効率的な情報処理プロセスの開発等を実施している。また、ソーシャルなビッグデータ

から知能を理解する／作るアプローチによる人工知能として、自然言語処理、データマイニング、

辞書・知識ベースの構築等の研究開発・実証を実施している。 

文部科学省は、理化学研究所に設置した革新知能統合研究センターにおいて、関係府省、企業、

大学や研究機関等と連携しながら、①深層学習の原理解明や汎用的な機械学習の新たな基盤技術

の構築、②再生医療、モノづくりなどの日本が強みを持つ分野を更に発展させるため、また、高

齢者ヘルスケア、防災・減災、インフラの保守・管理技術などの我が国の社会的課題を解決する

ための人工知能等の基盤技術を実装した解析システムの研究開発、③人工知能技術の普及に伴っ

て生じる倫理的・法的・社会的問題に関する研究などを実施している。また、科学技術振興機構

において、人工知能等の分野における若手研究者の独創的な発想や、新たなイノベーションを切

り開く挑戦的な研究課題に対する支援を一体的に推進している。 

経済産業省は、平成27年５月、産業技術総合研究所に設置した「人工知能研究センター」に優

れた研究者・技術を結集し、大学等と産業界のハブとして目的基礎研究の成果を社会実装につな

げていく好循環を生むエコシステムの形成に取り組んでいる。具体的には、脳型人工知能やデー

タ・知識融合型人工知能の先端研究、研究成果の早期橋渡しを可能とする人工知能フレームワー

ク・先進中核モジュールのツール開発に取り組んでいる。また、「人工知能に関するグローバル研

究拠点整備事業」の一環として、情報・人間工学領域において、世界トップレベルの人工知能処

理性能を有する大規模で省電力の計算システム「ＡＩ 橋渡しクラウド（ＡＢＣＩ1）」を整備し、

平成30年８月に運用を開始した。さらに、新エネルギー・産業技術総合開発機構では、人工知能

技術とロボット要素技術の融合を目指し、平成27年度より「次世代人工知能・ロボット中核技術

開発」事業を実施している。具体的には、産業技術総合研究所人工知能研究センターを拠点とし

て人工知能技術の研究開発に取り組むとともに、生物の嗅覚受容体を用いた匂いセンサ等の革新

的センシング技術、全方向駆動を可能とする革新的アクチュエータ技術等の研究開発に取り組ん

でいる。加えて、平成30年度よりエネルギー需給構造の高度化に向けて「次世代人工知能・ロボッ

                                                  
1  AI Bridging Cloud Infrastructure 
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トの中核となるインテグレート技術開発」事業を実施している。具体的には、プラント保全にお

けるガス漏洩
ろうえい

の発見と特定の迅速化技術の開発や大規模かつ変動する移動需要に対応する乗合型

交通の配車制御技術の開発等の人工知能技術の早期社会実装に向けた研究開発に取り組んでいる。 

さらに、現在、平成30年７月に内閣官房長官を議長として首相官邸に設置された「統合イノベー

ション戦略推進会議」の下、人工知能技術戦略等の内容を発展・強化するための方策について検

討し、新たなＡＩ戦略を策定するための議論を関係各省で実施している。 

エ デバイス技術・情報処理技術 

経済産業省は、ＩｏＴ社会の到来により増加した膨大な量の情報を効率的に活用するため、ネッ

トワークのエッジ側で動作する超低消費電力の革新的ＡＩチップに係るコンピューティング技術、

新原理により高速化と低消費電力化を両立する次世代コンピューティング技術（脳型コンピュー

タ、量子コンピュータ等）や光エレクトロニクス技術等の開発に取り組んでいる。また、「ＡＩチッ

プ開発加速のためのイノベーション推進事業」において、ＡＩチップ開発に必要な設計ツールや

検証装置等を備えたＡＩチップ設計拠点を構築し、民間企業におけるＡＩチップ開発を支援して

いる。 

オ ネットワーク技術 

総務省は、Society 5.0におけるネットワーク通信量の急増、サービス要件の多様化やネット

ワークの複雑化に対応するため、１運用単位当たり５Tbps を超える光伝送システムの実用化を目

指した研究開発及び人工知能を活用した通信ネットワーク運用の自動化等を実現するための研究

開発を実施した。また、本格的なＩｏＴ社会のＩＣＴ基盤として期待される第５世代移動通信シ

ステム（５Ｇ）の平成32年の実現に向けて、超高速・多数接続・超低遅延といった要素技術の研

究開発に取り組むとともに、５Ｇの社会実装を念頭に、具体的な利活用を想定した実証試験を実

施している。平成30年度からは、５Ｇの基地局の低消費電力化・小型化等を実現するための研究

開発を実施している。また、世界的に周波数分配が行われていない275～370GHzのテラヘルツ

波を用いた、数十Gbps級の超高速伝送が可能な無線通信基盤技術の応用展開を目指し、シリコン

半導体ＣＭＯＳ1トランシーバ技術の研究開発を実施した。 

情報通信研究機構は、テラヘルツ波を利用した100Gbps級の無線通信システムの実現を目指し

たデバイス技術や集積化技術、信号源や検出器等に関する基盤技術の研究開発を行った。また、

ＩＣＴ利活用に伴う通信量及び消費電力の急激な増大に対処するため、ネットワーク全体の超高

速化と低消費電力化を同時に実現する光ネットワークに関する研究開発を推進した。 

カ 数理科学の振興 

文部科学省は、数学・数理科学的知見を活用して諸科学や産業における様々な課題の解決に貢

献し、新たな価値（数学イノベーション）を生み出す枠組みを構築するための活動の一環として、

平成29年度より「数学アドバンストイノベーションプラットフォーム（ＡＩＭａＰ2）」を実施し

ている。本事業では、全国13の大学や公的研究機関の数学・数理科学の研究拠点がネットワーク

を組み、潜在する数学・数理科学へのニーズを積極的に発掘し、その問題の解決にふさわしい数

                                                  
1  Complementary Metal Oxide Semiconductor 
2  Advanced Innovation powered by Mathematics Platform 
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学・数理科学研究者と他の諸科学分野や産業界の研究者の協働による研究を促進するための活動

を行っている。具体的には、諸科学や産業界向けに数学を活用した研究事例や数理的手法を紹介

する会合の開催、共同研究に向けた議論をするワークショップやスタディグループの開催、諸科

学・産業との連携のノウハウ共有及び水平展開の場の設定等を実施している。このほか、「数学・

数理科学専攻若手研究者のための異分野・異業種研究交流会」を日本数学会と協力して開催し、

産業界で数学・数理科学を活用できる人材の育成に努めている。 

また、平成30年には柏原正樹・京都大学数理解析研究所特任教授が、50年にも及ぶ代数解析学

及び表現論を基礎から構築した顕著な功績を評価され、チャーン賞を受賞した。チャーン賞は、

チャーン・サイモンズ理論などの成果で数学のみならず数理物理などの周辺領域にも広く影響を与

えた幾何学者シンシェン・チャーン（陳省身）を記念して、フィールズ賞やガウス賞などを授与す

る国際数学連合（ＩМＵ1）が2009年に制定したものであり、日本人では初の受賞となる。 

（２） 新たな価値創出の中核となる強みを有する基盤技術 

我が国が強みを有する技術を生かした部品を各システムの要素に組み込むことで、我が国の優

位性を確保し、国内外の経済・社会の多様なニーズに対応する新たな価値を生み出すシステムと

することが可能となることから、政府は、個別システムにおいて新たな価値創出の中核となり現

実世界で機能する技術として、以下の基盤技術について特に強化を図ることとしている。 

ア ロボット、アクチュエータ、ヒューマンインターフェース技術における研究開発 

消防庁は、人が近づけない現場に接近し、情報収集や放水を行うためのロボットの研究開発を

実施し、実戦配備型を完成させた（第３章第２節１参照）。 

イ センサ技術における研究開発 

ビッグデータやＩｏＴ時代には、リアルデータの活用が重要になってくる。このため、あらゆ

るものから情報を収集するセンサ技術の高度化も重要である。例えば、経済産業省においては、

環境変化に影響されない触覚・嗅覚等のセンシング技術の研究開発を実施した。 

ウ 素材・ナノテクノロジー分野における研究開発の推進 

ナノテクノロジー・材料科学技術分野は、我が国が高い競争力を有する分野であるとともに、

広範で多様な研究領域・応用分野を支える基盤である。その横串的な性格から、異分野融合・技

術融合により不連続なイノベーションをもたらす鍵として広範な社会的課題の解決に資するとと

もに、未来の社会における新たな価値創出のコアとなる基盤技術である。 

文部科学省は、ナノテクノロジー・材料科学技術分野に係る、基礎的・先導的な研究から実用

化を展望した技術開発までを戦略的に推進するとともに、研究開発拠点の形成等への支援を実施

している。例えば、「統合型材料研究開発プロジェクト」を立ち上げ、ライフサイクル設計等の社

会システム全体を俯
ふ

瞰
かん

する取組と、材料開発技術シーズの源泉となる基礎基盤研究を融合した、

新しい研究開発スキームの有効性を実証する取組を行っている。 

物質・材料研究機構は、ナノテクノロジー・材料科学技術分野のイノベーション創出を強力に

推進するため、基礎研究と産業界のニーズの融合による革新的材料創出の場や世界中の研究者が

                                                  
1  International Mathematical Union 
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集うグローバル拠点を構築するとともに、これらの活動を最大化するための研究基盤の整備を行

う事業として「革新的材料開発力強化プログラム～Ｍ3（M－cube）～」を実施している。平成

30年度は、「Society 5.0」を世界に先駆けて実現するために、サイバー空間（仮想空間）とフィ

ジカル空間（現実社会）の融合を図る基礎・基盤研究を推進するグローバル拠点として「センサ・

アクチュエータ研究開発センター」を設置した。 

エ 量子科学技術（光・量子技術1）分野における研究開発の推進 

量子科学技術は、例えば、近年爆発的に増加しているデータの超高速処理を可能とするなど、

新たな価値創出の中核となる強みを有する基盤技術であり、欧米等では「第２次量子革命」と謳
うた

い、

量子科学技術に関する世界的な研究開発が激化している。また、米欧中を中心に海外では、「量子

技術」はこれまでの常識を凌駕し、社会に変革をもたらす重要な技術と位置付け、政府主導で研

究開発戦略を策定し、研究開発投資額を増加している。さらに、世界各国の大手ＩＴ企業も積極

的な投資を進め、ベンチャー企業の設立・資金調達も進んでいる。 

こうした量子科学技術の先進性やあらゆる科学技術を支える基盤性と、国際的な動向に鑑み、

平成30年12月、統合イノベーション戦略推進会議の下、政府は我が国としての光・量子分野の総

合的な戦略の検討を開始した。 

総務省及び情報通信研究機構は、計算機では解読不可能な量子暗号技術や単一光子から情報を

取り出す量子信号処理に基づく量子通信技術の研究開発に取り組んでいる。量子通信技術につい

ては、光空間通信テストベッドに物理レイヤ秘密鍵共有システムを実装し、見通し通信路におけ

る情報理論的に安全な鍵生成の原理実証実験に成功した。また、量子暗号を用いた秘密分散スト

レージネットワークについては、分散データの秘匿性更新技術を新たに実装した。さらに、地上

系で開発が進められている量子暗号技術を衛星通信に導入するため、宇宙空間という制約の多い

環境下でも動作可能なシステムの構築、高速移動している人工衛星からの光を地上局で正確に受

信できる技術及び超小型衛星にも搭載できる技術の研究開発に取り組んでいる。 

文部科学省では、科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 量子科学技術委員会において、

量子科学技術の今後の推進方策について「量子科学技術（光・量子技術）の新たな推進方策 報

告書」を平成29年８月に取りまとめるとともに、平成30年度より「光・量子飛躍フラッグシップ

プログラム（Ｑ－ＬＥＡＰ）」を開始した。本プログラムでは、①量子情報処理（主に量子シミュ

レータ・量子コンピュータ）、②量子計測・センシング、③次世代レーザーを対象とし、プログラ

ムディレクターによるきめ細かな進捗管理によりプロトタイプによる実証を目指す研究開発

を行うＦｌａｇｓｈｉｐプロジェクトや基礎基盤研究を推進している。 

量子科学技術研究開発機構では、世界トップクラスの量子科学技術研究開発プラットフォーム

の構築を目指し、重粒子線がん治療装置の小型化・高度化の研究、世界トップクラスの高強度レー

ザー（Ｊ－ＫＡＲＥＮ2）やイオン照射研究施設（ＴＩＡＲＡ3）などの量子ビーム施設を活用し

た先端的研究を実施している。さらに、平成30年度からは、量子計測・センシング等の量子科学

技術を生命科学に応用し、生命科学の革新や新たなイノベーションの創生を目指す量子生命科学

の基盤技術開発を開始している。 

経済産業省では、機能性材料等の加工品質の向上や自動車部品等の加工プロセスの効率化などに

                                                  
1  「量子」のふるまいや影響に関する科学とそれを応用する技術 
2  JAEAKansai. Advanced Relativistic ENgineering 
3  TAKASAKI ION ACCELERATORS for ADVANCED RADIATION APPLICATION 
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より、我が国のものづくり産業の優位性を将来にわたって確保するため、平成28年度から「高効率･

高輝度な次世代レーザー技術の開発事業」を実施している。非熱加工などの次世代レーザー加工の

技術開発に注力し、最適な加工条件の導出を可能とするデータベースの基盤を構築している。 

また、平成28年度より「ＩｏＴ推進のための横断的な技術開発事業」において、社会に広範に

存在している「組合せ最適化問題」に特化した量子コンピュータ（量子アニーリングマシン）の

技術開発に取り組んできた。今般、平成30年度より開始した「高効率・高速処理を可能とするＡＩ

チップ・次世代コンピューティングの技術開発事業」において、当該技術の開発領域を拡大し、

量子アニーリングマシンのハードウェアからソフトウェア、アプリケーションに至るまで、一体

的な開発を進めている。加えて、クラウドコンピューティングの進展等により課題となっている

データセンタの消費電力抑制に向けて、「超低消費電力型光エレクトロニクスの実装に向けた技術

開発事業」において、電子回路と光回路を組み合わせた光エレクトロニクス技術の開発に取り組

んでいる。 
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■第２-２-２表／Society 5.0実現に向けた主な施策（平成30年度） 
  

府省名 実施機関 施策名 

総務省 本省 

グローバルコミュニケーション計画の推進

－多言語音声翻訳技術の研究開発及び社会

実証－ 

高度対話エージェント技術の研究開発・実

証 

革新的ＡＩネットワーク統合基盤技術の研

究開発 

新たな社会インフラを担う革新的光ネット

ワーク技術の研究開発 

ＩｏＴ機器等の電波利用システムの適正な

利用のためのＩＣＴ人材育成 

文部科学省 

本省 

卓越大学院プログラム 

Society 5.0に対応した高度技術人材育成事

業 

データ関連人材育成プログラム 

ナノテクノロジー・材料科学技術の戦略的

研究開発・基盤整備 

光・量子飛躍フラッグシッププログラム

（Q-LEAP) 

学校ＩＣＴ環境整備加速化支援事業 

Society 5.0実現化研究拠点支援事業 

本省 

科学技術振興機構 

ＡＩＰ:人工知能／ビッグデータ／ＩｏＴ／

サイバーセキュリティ統合プロジェクト 

経済産業省 

新エネルギー・ 

産業技術総合開発機構 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発 

次世代人工知能・ロボットの中核となるイ

ンテグレート技術開発事業 

高効率･高輝度な次世代レーザー技術の開

発事業 

新エネルギー・ 

産業技術総合開発機構 

ＡＩチップ開発加速のためのイノベーショ

ン推進事業 

高効率・高速処理を可能とするＡＩチッ

プ・次世代コンピューティングの技術開発

事業 

超低消費電力型光エレクトロニクスの実装

に向けた技術開発事業 
  
資料：内閣府作成 

  

 


